







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（G. v. 28.09.2009（BGBl. I S. 3161））の検討─」山梨学院大学法学論集75号290
頁（2015年）。
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比較すると、わが国の非営利組織の財政的基盤は極めて不安定なものと
なっている。わが国において団体とボランティア（および、相手方）との
間での責任の分担を志向するならば、このようなボランティア活動を取り
巻く環境の違いを認識しなければならないであろう。
３．残された課題
　本稿の冒頭において示した問題意識は、ボランティアが自発的に事務処
理を開始するに際して、自らの知識などで受益者が望む事務処理を提供で
きるか否かについて、ボランティア自身が判断することが求められないか、
そして、仮にそのような判断を怠り、受益者に損害をもたらしたとした
ら、ボランティアであるが故にそのような知識などが不足していたことを
理由として責任を免れることは許されないのではないか、という点にあっ
た。このような問題意識は、（不完全ではあるが）事務管理制度の検討を通
じ、一応の結論を得ることができた。これを端的にまとめるならば、本稿
の末尾に掲載された表のとおりとなる。
　このような責任判断の枠組みの妥当性を改めて検討することが今後の第
一の課題である。とりわけ、本稿で検討した事務管理制度の考察は皮相的
なものにとどまっている。本稿の第一の目的は、ボランティアの受益者に
対する侵害行為についての責任判断の枠組みを無償（性）から解き放つこ
とにあったが、その結果得られた以上のような枠組みが、無償（性）を基
本的な視座とする責任判断の枠組みと比較して、より優れたものであるか
についても、改めて検討が必要であろう。
　また、ボランティア活動に関する責任判断の枠組みの構築に際しては、
そこで生じた損害の公平な分担よりも、損害を予防することに重きが置か
れなければならない。極論してしまえば、多くの場合、そこで生じた損害
をボランティア、受益者のいずれに負担させるとしても、結局はボランティ
ア活動の抑制につながるからである。これは、損害を公平に分担させる責
任判断の枠組みを構築することで、その活性化につながる経済活動とは対
照的である。本稿が示した責任判断の枠組みが損害の予防に知るか否かを
改めて検討する必要がある。そこでは、ボランティア団体の存在やボラン
ティア責任保険といった要素を考慮する必要がある。
　繰り返しになるが、本稿での検討は極めて限定的であり、かつ、それに
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もまして不十分な点が少なくない。上述した点も踏まえ、引き続き、ボラ
ンティア活動に関する包括的な責任判断の枠組みの構築を目指し、検討を
進めたい。
論　　説（　　）37
